
生活保護の現状   

平成20年4月  
厚生労働省社会・援護局   



被保護世帯数、被保護人員、保護率の年次推移  
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資料：福祉行政報告例  
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被保護人員の伸び率と失業率の推移  
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世帯類型別被保護世帯数の推移  

平成16年度の総世帯数は約100万世帯であり、  

○ 構成割合でみると、約半数（46．7％）が高齢者世帯である。  

○ 保護率・保護人員が底であった平成7年度からの変化をみると、いずれの世帯   

類型も被保護世帯数は増加しているが、直近ではその伸びは鈍化している。  

昭和59年度  構成割合 （％）  平成7年度  構成割合 （％）   
平成16年度  構成割合 （％）   

増加率  

S59一→H7  H7→H16   

総  数   787，758   100．0   600，980   100．0   997，149   100．0  ▲23．7％   ＋65．9％   

高 齢 者 世 帯   241，964  30．7  254，292  42．3   465，680   46．7   ＋5．1％   ＋83．1％   

母 子 世 帯   115，265   14．6   52，373   8．7   87，478   8．8  ▲54．6％   ＋67．0％   

傷 病 者・  

障害者世帯   355，251   45．1   252，688   42．0   349，844   35．1  ▲28．9％   ＋38．4％   

そ の 他 世 帯   75，278   9．6   41，627   6．9   94，148   9．4  ▲44．7％  ＋126．1％   

資料：福祉行政報告例  

（注）平成17年度より世帯の定義を変更したことから、平成16年度以前で比較  
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世帯類型別世帯保護率の推移  

昭和59年度   平成7年度   平成16年度   

総数   21．1（143．5）   14．7（100．0）   21．5（146．0）   

うち高齢者世帯  80．1（176．鋸  45．3（100．0）  48．7（107．6）  

母子世帯  224．7（206．7）  108．7（100．0）  139．7（128．6）  

その他世帯  

（傷病■障害者世帯を含む）  
12．7（149．4）  8．5（100．0）  12．3（144，7）   

単位は％0、括弧内は平成7年を100とした指数。  
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地方自治体の種類別被保護世帯数等の分布  

○被保護世帯数、被保護人員を見ると、政令指定都市・中核市・東京都23区で半数を占めている。  

被保護世帯数  

ロ政令指定都市  

口中核市  

■東京都23区  
■その他の市  

■都道府県   

被保護人員数  

福祉事務所数  

資料：「被保護世帯数」「被保護人員数」福祉行政報告例（平成18年度）  

「福祉事務所数」厚生労働省社会■援護局総務課調べ（平成18年10月時点）  
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地域別保護率の比較  

平成7年度   

‰  ％0  

全  国  7．0  鳥 取 県  6．1   

福 岡 県   16．4  佐 賀 県   5．8   

北 海 道   15．4  神奈川県   5．7   

高 知 県   15．3  岩 手 県   5．2   

京 都 府   14．3  三 重 県   4．7   

沖 縄 県   12．9  島 根 県   4．5   

大 阪 府   11．4  滋 賀 県   4．2   

徳 島 県   11．3  宮 城 県   4．1   

青 森 県   11．0  福 島 県   4．0   

長 崎 県   10．8  山 形 県   3．4   

鹿児島県   10．5  愛 知 県   3．4   

大 分 県   9．4  千 葉 県   3．2   

宮 崎 県   8．5  新 潟 県   3．2   

東 京 都   8．1  茨 城 県   3．1   

兵 庫 県   了．9  栃 木 県   3．1   

奈 良 県   7．8  埼 玉 県   3．1   

山 口 県   7．8  石 川 県   2．7   

愛 媛 県   7．8  群 馬 県   2．6   

熊 本 県   7．5  長 野 県   2．3   

香 川 県   7．4  山 梨 県   2．2   

和歌山県   7．3  静 岡 県   2．2   

秋 田 県   7．0  福 井 県   2．1   

岡 山 県   6．9  富 山 県   2．0   

広 島 県   6．3  岐 阜 県   2．0   

平成18年度   

960 960 

全  国  11．8  熊 本 県  8．8   

大 阪 府   25．1  宮 城 県   8．2   

北 海 道   24．2  岩 手 県   8．1   

高 知 県   21．1  千 葉 県   8．1   

京 都 府   19．1  鳥 取 県   7．9   

福 岡 県   1臥5  埼 玉 県   7．5   

青 森 県   17．0  佐 賀 県   7．2   

沖 縄 県   16．3  福 島 県   7．2   

長 崎 県   15．8  三 重 県   7．0   

東 京 都   15．6  栃 木 県   6．6   

鹿児島県   14．8  愛 知 県   6．0   

徳 島 県   14．6  島 根 県   5．8   

兵 庫 県   14．4  滋 賀 県   5．7   

大 分 県   13．3  新 潟 県   5．7   

神奈川県   11．8  茨 城 県   5．4   

広 島 県   ‖．7  石 川 県   4．5   

和歌山県   11．4  静 岡 県   4．4   

宮 崎 県   11．2  群 馬 県   4．3   

秋 田 県   11．1  山 形 県   4．2   

奈 良 県   11．1  山 梨 県   4．0   

愛 媛 県   10．8  長 野 県   3．3   

山 口 県   10．4  岐 阜 県   3．2   

岡 山 県   10．0  福 井 県   2．7   

香 川 県   9．4  富 山 県   2．3   

資料：福祉行政報告例  

注：指定都市・中核市は都道府県に含む。  
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指定都市別保護率の比較  

平成7年度   

％0  

京都市  21．0   

大阪市   18．0   

札幌市   17．0   

北九州市   15．2   

福岡市   15．1   

神戸市   14．9   

川崎市   9．0   

横浜市   6．9   

広島市   6．6   

名古屋市   6．6   

仙台市   5．2   

千葉市   4．6   

平成18年度   

％0  

大阪市  41．8   

札幌市   27．4   

神戸市   26．7   

京都市   26．2   

福岡市   18．7   

川崎市   17．9   

広島市   15．5   

横浜市   13．8   

千葉市   12．9   

名古屋市   12．8   

北九州市   12．8   

仙台市   10．7   

資料：福祉行政報告例  

注：さいたま市、静岡市及び堺市については、平成7年度は指定都市ではないため除外している。  
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保護真の構図  

（平成20年度予算ベース）  

保護費の総額及び扶助の種別等の構成  

※国庫負担額は上記の3／4である。  
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生活保護世帯の類型別にみた現状と課題  

●世帯数：47万世帯＝一般高齢者世帯の5．6％   

世帯人員数：52万人＝一般高齢者世帯人員の2．0％  

●単身世帯率＝89．2％  

（Cf．一般高齢者の単身世帯率22．4％）  

●一人当たり年金受給額：45，918円（平成17年度）  

（Cf．一般の一人当たり老齢基礎年金受給親  

：53，012円（平成17年度））  

●住宅扶助を受けている世帯割合：75．6％  

（高齢者の生活保護受給世帯の持ち家率：6．4％）  

●医療扶助を受けている世帯割合：94．4％  

●一人当たり医療扶助費  
：1，115，275円（平成17年度、年額）  

（cf．一般高齢者の一人当たり医療費：655，700円  

（平成17年度、年額））  

●入院者数割合：8．8％  

（Cf．一般高齢者の入院者数割合：3．6％（平成17年度））  

●介護保険施設入所者数割合：6．2％  

（cf．一般の第1号被保険者における介護保険施設  

入所者数割合：3．0％（平成17年度））   

●世帯数：9万世帯＝全国の母子世帯の11．8％  

●就労率＝47．4％．（cf．一般の母子世帯就労率：83．9％  

t  

（平成17年度））  

●住宅扶助を受けている世帯割合：94．9％  

（母子の生活保護受給世帯の持ち家率：0．5％）  

●医療扶助を受けている世帯割合：95．9％  

（※ 別に記載がない場合は全て平成18年度）  

【被保革世帯・人員の内訳】  
（平成18年度）  

【課題】  

・入院から施設・在宅へ  

・生活習慣病の管理へ  

高齢者  

世帯人員  

35．4％   
高齢者世帯   

44．1％  

・高齢者のニーズに合  

わせた住宅の確保   
母子  

世帯人員  

16．9％   

保護率との相関係数  

母子世帯   

8．6％  

傷病者・   

障害者   

世帯人員   

36．4％   

（傷病者世帯）   

23．2％  

（障害者世帯）   

13．2％  

傷病者・  

障害者世帯   

37．0％   

（傷病者世帯）  

25．4％  

（障害者世帯）   

11．7％  

世帯人員   

計1，075，820世帯計1，513，892人  

全国の保護率11．8％。（平成18年度）  
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